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１．経緯

○原子力災害対策特別措置法は公布後５年を経過し
た場合において、その施行状況の検討を行うとさ
れている。

○平成１７年９月、施行状況の検討を行うため、科
学技術・学術政策局に原子力防災検討会を設置。

○同年９月から計５回検討を行い、平成１８年３月
に報告書を取りまとめ。
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２．平成１８年度の取組みについて
（１）原子力防災体制について

【報告書における主な指摘事項】

○必要に応じて各種マニュアルの修正、改善

○使用停止施設からの使用済燃料等の輸送に係る、
関係省令の改正

○緊急被ばく医療等の取組みの充実強化

○青森県六ヶ所村への防災専門官の配置
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使用済燃料等の輸送に係る、関係省令改正の検討について

○使用停止した試験研究炉等について、主務大臣が認めた場合、
原災法の適用が除外。
○使用済燃料を輸送する場合、原子力災害が発生する可能性が
極めて低い状態だが、再度原災法が適用。

【現状】

【改正案】
原子力防災資機材の数量を減ずることが適当である旨、主務
大臣の承認を受けた場合、台数を減らすことができるよう、規
定を新規に追加（検討中）。

＜対象となる防災資機材＞
・ガンマ線測定用可搬式測定器
・中性子線測定用可搬式測定器
・可搬式ダスト測定関連機器
・可搬式放射性ヨウ素測定関連機器
・個人用外部被ばく線量測定器
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緊急被ばく医療の取組み強化

青森県六ヶ所村への防災専門官の配置

青森県六ヶ所村の（財）核物質管理センター六ヶ所保障措置分析所で、
平成１８年４月から試料の分析を開始したことから、原子力防災専門官を
配置。

○緊急被ばく医療を実施するための資機材の整備
文部科学省の所管初期及び二次被ばく医療体制を整備する地方公共団体

に対し資機材等に係る交付金の交付。

○地方公共団体への依頼文書の通知
＜地域防災計画における緊急被ばく医療機関の指定について＞
地域防災計画に被ばく医療機関の定めが無い自治体に対し、早期に指
定を行うよう通知（平成１８年６月２０日）。

＜緊急被ばく医療体制の一層の充実について＞
原子力安全委員会の評価を踏まえ、救急医療体制や災害医療体制との

連携等について厚生労働省と連名で通知（平成１９年３月１３日）。
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２．平成１８年度の取組みについて
（２）原子力防災に係る施設・資機材の整備

【報告書における主な指摘事項】

○大容量、高速回線で結んだ統合原子力防災ネット
ワークの整備、通信設備、資機材の更新

○原子力事業者が備える資機材について、最近の技
術動向を踏まえた整備が可能となるよう関係省令
の改正

○青森県六ヶ所での、オフサイトセンターの指定



8

最新の技術動向を踏まえた資機材の整備

オフサイトセンターの指定

青森県六ヶ所村の（財）核物質管理センター六ヶ所保障措置分析所で、
平成１８年４月から試料の分析を開始することから、平成１８年３月３０
日、六ヶ所オフサイトセンターを指定。

原子力事業所内に備えるべき計測器等として、従来の「熱ルミネセンス
線量計」に加え、「蛍光ガラス線量計」でも可とする規定の追加（検討
中）。
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２．平成１８年度の取組みについて
（３）原子力防災訓練について

【報告書における主な指摘事項】

○防災訓練については、引き続き実施することが必
要

○様々な種類の要素訓練の実施

○防災業務関係者に対する、原子力防災に関する研
修の充実
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原子力防災訓練について

・実施時期：平成１８年１０月２５日、２６日
・対象施設：四国電力株式会社 伊方発電所（３号機）

①原子力総合防災訓練の実施

【概要】
・文部科学省は、原子力災害対策支援本部を設置すると共に、現地に職員
を派遣し、訓練に参画。
・緊急被ばく医療に関連して、広島大学への搬送訓練を実施。

政府災害対策本部会議 緊急被ばく医療活動
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②文部科学省原子力防災訓練の実施

・実施時期：平成１９年１月２６日
・対象施設：京都大学原子炉実験所（ＫＵＲ）

【概要】
・燃料破損による災害を想定。
・基本シナリオ（事故シナリオ）を提示した上で実施。
・１０条事象発生に伴う初動対応の実働での実施
・住民への適切な情報発信を念頭においたＯＦＣ運営訓練の実施。

③その他

文部科学省では、総合的な訓練以外にも各種機能班訓練等を実施。

【概要】
・緊急時通報訓練の実施
・総括班訓練、広報班訓練等の各種機能班訓練の実施
・県原子力防災訓練、ＯＦＣ機能班訓練への参画



12消防実務講座の実習 救護所実務講座の実習

合計：１３講座

原子力防災に関する研修について
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【実施結果（平成１８年度）】
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平成１８年度においては、基礎講座Ⅰ（除染コース・搬送
コース）を１９回、基礎講座Ⅱ（ホールボディカウンタコー
ス）を１９回開催した。標準的なカリキュラムおよび開催状況
については、次の通り。

被ばく医療に関する研修について

緊急被ばく医療に必要な基礎知識、放射線測定、ホールボ
ディカウンタの構造と体内放射能測定に関する講義および
被ばく・汚染傷病者の処置に対する医療機関・救急自動車
の準備、傷病者の収容と対応等からなる緊急被ばく医療基
礎講座を実施。

【平成１８年度の調査概要】
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２．平成１８年度の取組みについて
（４）原子力防災に関する技術調査等について

【報告書における主な指摘事項】

○ＳＰＥＥＤＩネットワークシステムの機能強化等

○航空機サーベイシステム等の緊急時モニタリング
支援技術に係る技術調査の推進

○緊急被ばく医療に関する技術調査の推進
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【平成１８年度の調査概要】

① 広範囲影響予測機能整備

現在の100km四方までの予測
機能を拡大し、より広範囲な
領域の影響予測を可能とする
機能について、基本設計等を実
施。

プロトタイプでの表示例

ＳＰＥＥＤＩネットワークシステムの機能強化

ＳＰＥＥＤＩネットワークシステムの機能信頼性のさらなる
向上のために、システムの機能整備及び調査等を実施。
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②直達線評価機能整備

原子力施設内の滞留放射性物質か
らの直接線及びスカイシャインによ
る影響を評価する機能について整備
を行なうと共に、本機能の運用を開
始。

直達線評価機能での評価結果表示例

③その他、各種機能整備等

・スタックモニタ値を用いた影響予測を可能とする機能の
詳細設計及びプロトタイプ整備

・地方公共団体等の要請を踏まえた利便性向上のための機
能整備

・バックアップシステムの検討
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【平成１８年度の調査概要】

①航空機サーベイシステム

・簡易航空機サーベイシステム

・詳細航空機サーベイシステム

・無人ヘリによるサーベイシステム
飛行測定計画のための基礎資料例

緊急時モニタリング支援技術に係る技術調査

緊急時のモニタリングを充実させるため、航空機サーベイおよ
び緊急時モニタリング測定技術、防災モニタリングロボット等
を高度化。

自衛隊の新型運用ヘリに搭載するため、
電磁漏洩の対策を実施。

伊方発電所及び浜岡原子力発電所周辺の
飛行測定を行い、バックグランドデータ
等の基礎資料を整備。

飛行搭乗員の被ばくを回避する観点から、
無人ヘリシステムの実用性を調査。



20

②緊急時モニタリング測定技術

・可搬型中性子スペクトロメータ
中性子による被ばく線量を迅速かつ高精度に評価する

ため、実効測定範囲を1μSv/h～3mSv/hにまで拡張。

・可搬型α線スペクトロメータ

微量のα線放出核種を迅速かつ正確に測定するため、
自然放射線と人工放射線の弁別機能を検討。

③防災モニタリングロボット
人の立入が困難な災害現場周辺の情報収集を
目的とする防災モニロボについて、原子力総合
防災訓練(四国電力㈱伊方発電所)へ適用し、運
用試験を実施。

ロボット運搬･制御車の自衛隊C-130
輸送機への搭載（三沢基地）

・自衛隊輸送機による防災モニロボ及び運
搬･制御車の緊急航空輸送訓練
・原子力施設周辺における緊急時モニタリン
グ活動の運用試験
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【調査結果（平成１８年度）】

①被ばく医療に関する地域との連携
○地域緊急被ばく医療関係者等との連携協議会等の開催

○緊急被ばく医療連携協議会全体会議（平成19年3月16日）の開催

10月13日

10月11日

１月9日

12月21日

12月27日

8月21日

8月29日

１月12日

二次被ばく医療機関との連携協議(場所・日）

静岡県立総合病院

新潟県立がんセンター新潟病院

北里大学病院

茨城県立中央病院・水戸医療センター

福島県立医科大学附属病院

東北大学医学部附属病院

弘前大学医学部附属病院

札幌医科大学附属病院

①打合せ会（5月31日） ②検証会（3月19日）

打合せ会（7月12日）

打合せ会（5月30日）

打合せ会（7月18日）

打合せ会（6月9日）

打合せ会（7月21日）

①打合せ会（4月27日）②検証会（7月7日）

①打合せ会（4月24日） ②打合せ会（9月11日）

打合せ会/検証会（日）

静岡

新潟

神奈川

茨城

福島

宮城

青森

北海道

自治体

緊急被ばく医療に関する技術調査（放射線医学総合研究所）

１．被ばく医療に関する地域との連携、緊急時に備えた染色体ネットワー
クの運用、物理学的線量評価ネットワークの運用、緊急被ばく医療ネッ
トワークの運用、地域三次被ばく医療機関間との連携構築等を実施。
２．緊急被ばく医療に関する原子力防災研修を実施。
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原子力施設及び放射線利用施設等で発生した放射線被
ばく及び放射性核種による汚染を伴った傷病者（以下「傷
病者」という。）に対する医療行為に関する協力

平成15年7月3日学校法人日本医科大学

放射線被ばく及び放射線核種による汚染を伴った傷病者
（以下「傷病者」という。）に対する医療行為に関する協力

平成18年8月28日
国立大学法人東京大学
医科学研究所附属病院

５

放射線被ばく及び放射線核種による汚染を伴った傷病者
（以下「傷病者」という。）に対する医療行為に関する協力

平成18年8月28日
国立大学法人東京大学
医学部附属病院

４

放射線被ばく及び放射線核種による汚染を伴った傷病者
（以下「傷病者」という。）に対する医療行為に関する協力

平成18年8月28日
独立行政法人国立病院
機構災害医療センター

３

原子力施設及び放射線利用施設等で発生した放射線被
ばく及び放射性核種による汚染を伴った傷病者（以下「傷
病者」という。）に対する医療行為に関する協力

平成17年3月1日学校法人杏林学園２

１

協定内容協定年月日機関名

Ⅱ．ネットワークの運用
○ 染色体ネットワーク会議では、これまでの議論検討を踏まえて、染色体異常
判別トレーニング装置による各機関からの分析データを用いて効率的な染
色体分析を行うための分析技術を均一化。

○ 物理学的線量評価ネットワーク会議では、各地域医療機関等のホールボ
ディーカウンタ（ＷＢＣ）の精度の均一化を図るため、各機関が所有する
ＷＢＣの線量評価精度の均一化に関する調査を実施。

○ 緊急被ばく医療ネットワーク会議では、被ばく患者対応に備えるため、これま
で提携していた２医療機関に加え、新たに３つの医療機関と協力協定を締
結。
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○緊急被ばく救護セミナー（年4回/119人）

○緊急被ばく医療放射線計測セミナー（年1回/13人）

○緊急被ばく医療セミナー（年3回/62人）
外国人講師講義風景（机上演習）救急隊員への引渡し（実習）被災者搬送（実習）

模擬患者受入れ（実習） 模擬患者の除染（実習）

③地域の三次被ばく医療機関（広島大学）間との連携構築

④緊急被ばく医療に関する原子力防災研修の実施
ー専門的な知識と技術の習得ー

○第1回（平成１８年６月１４日、放医研）
○第２回（平成１８年12月１8日、広大）

東西ブロック間の連携強化に必要な検討・情報の
共有を行うとともに、相互の人的・物的資源が効
果的に機能するような協力関係の構築を行った。

救護セミナーには韓国から、
また、医療セミナーには
タイ等のアジア諸国から講
師として専門家を招聘した。
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緊急被ばく医療に関する技術調査（広島大学）

①西日本ブロック地域協議会の開催
・平成１９年１月２４日中国・四国地区（広島、島根、愛媛、鳥取、岡山）
・平成１９年２月２３日近畿・北陸地区（福井、石川、京都、大阪）
・平成１９年３月 ５日九州地区（長崎、佐賀、鹿児島）

②緊急被ばく医療業務実施に関する協定書締結
【平成１８年１２月２１日締結】
○県立広島病院
○広島赤十字・原爆病院
○国立病院機構呉医療センター

③緊急被ばく医療に関する研修事業等
○緊急被ばく医療セミナーの開催（受講者１５名）
○佐賀県との医療救護関係机上訓練（平成１８年１１月２６日
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２．平成１８年度の取組みについて
（５）原子力防災に関する普及啓発等について

【報告書における主な指摘事項】

○アジア諸国等への国際交流の推進

○原子力施設の立地地域の住民等に対する普及啓発
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緊急被ばく医療に関するフォーラムの実施

原子力施設等の立地県等（１９道府県）で、地域における緊急被ばく医療
に関する普及、啓発の観点から、緊急被ばく医療「地域フォーラム」を開
催し、緊急被ばく医療に関する講演等や講義等から得られた知識や技能を
より実践的に整理するため、机上演習を実施。約６００名が参加。

【地域フォーラムの実施】

地域フォーラム 全国拡大フォーラム

各地域の初期、二次、三次被ばく医療体制に共通する課題について講演及
び議論するため、「実効性のある緊急被ばく医療体制の構築」をテーマに、
全国拡大フォーラムを長崎県で開催。約170名が参加した。

【全国拡大フォーラムの実施】
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プログラム例
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３．今後の取組み

報告書における、運用改善などについての指摘を踏まえ、引き続き原子力
防災に関する取組みを実施。

○原子力防災訓練については、平成１９年度、青森県六ヶ所再処理工場
での災害を想定して、実施。

○緊急被ばく医療については、原子力災害時の搬送に係る検証会を本格
化すると共に、機関間協定の締結を推進。救急医療体制との連携につ
いて、引き続き検討。

○ＳＰＥＥＤＩについては、さらなる機能整備を実施し、広範囲影響予
測について、平成２０年度の試験運用を目指し、機能を整備。


